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1. 緒言

大規模地震時，鋼構造物には過大な外力が繰り返し作用

し，一度荷重を受けただけでは破壊しなくとも，繰り返し

載荷によって損傷が進行し，破壊に至る可能性があり，こ

うした比較的少数の繰り返し変形を受けて破壊する低サイ

クル疲労破壊は，実際の地震においても観察されている．

したがって，地震を経験した鋼構造物が安全に使えるかど

うかを正確に予測するためには，蓄積されている損傷およ

び構造物の有する残留強度を適切に評価するための解析手

法が必要となる．現状の低サイクル疲労破壊を表現するモ

デル [1]では終局強度を支配する破壊時の挙動を適切に表
現できておらず，引張破壊前に見られるネッキングのよう

な，変形に伴う応力状態の変化が考慮されていない．そこ

で本研究ではこの目的のために提案された破壊力学に基づ

く弾塑性損傷モデルについて，SM490Aを用いた実験に対
する表現性能を検証する．

2. 実験概要

図– 1 試験片寸法

疲労試験機を用い，鋼構造物として広く利用されている

SM490A鋼材に対して単調引張試験および塑性ひずみ一定
引張試験を行う. 試験片の形状は，図–1に示すような最小
断面部の直径が 8 mmの砂時計型丸棒である．実験は数値
解析モデルの検証を行うため 3種類の素材実験行った．
1)単調引張試験（以下，実験 I）
2)塑性ひずみ範囲一定両振り試験（以下，実験 II）
3)塑性ひずみ範囲一定両振り試験を一定回数後，単調引
張試験を行なう（以下，実験 III）
加力には，動的最大荷重 300 kNの油圧式疲労試験機を
用い，最小断面の直径方向変化量をレーザー厚み計により

10 Hzで連続的に計測し，測定直径の径方向変位を試験片
の非圧縮性を仮定して軸方向変位に換算し，塑性ひずみを

算出し制御している．これらの導出にあたり，以下の式を

用いた．[2]
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ここで，Pは荷重，dは試験片最小断面部の初期直径，d0

は最小断面部の当該負荷レベルにおける直径，Eはヤング
率，νはポアソン比である．

3. 有限ひずみ弾塑性損傷モデル

物質の破壊は，材料中を亀裂が通過することによって起

こる．この破壊の過程を，ひび割れ境界間での結合力と開

口変位の関係として与えることで破壊進行領域での力学挙

動をモデル化する．以下，本研究で採用する有限ひずみ弾

塑性損傷モデルを示す．

3.1 対数ひずみを用いた Hencky超弾性モデル
本モデルでは有限ひずみに対数ひずみを用い，弾性構成

則として Hencky超弾性モデル [3]を適用することとする．
3.2 超弾性構成則に基づく乗算分解塑性モデル

変形勾配 Fは，F = FeFpのように弾性部分と塑性部分

との積の形に分解できるものと仮定する．

3.3 対数ひずみを用いたヘンキー超弾性モデル

金属材料では一方向に負荷した後，反対方向への塑性降

伏の抵抗が小さくなる Bauschinger効果が現れる．この現
象をモデル化するために移動硬化を導入し，降伏基準に

次式のような移動硬化 von Misesモデルの降伏関数を採用
する．

Φ(τ, β, σy) =
√

3J2(s(τ) − β) − σy　 (2)

ここで τはKirchhoff応力，sはKirchhoff応力の偏差成分，
βは偏差背応力テンソル，σy は降伏応力，J2 は括弧内の

テンソルの第二不変量である．β の発展則には，(3) 式の
ような Prager の非線形移動硬化則を用い，非線形等方硬
化則には Voce硬化則を用いる．

β̇ =
2
3

Hϵ̇ p − γ̇bβ　 (3)

ここで γ̇は塑性乗数，H は移動硬化係数，ϵ p は累積塑性

ひずみである．
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3.4 等方性の有限ひずみ損傷モデル

ひび割れ境界間の結合力と開口変位の関係を損傷モデル

に導入する．損傷を考慮した等価コーシー応力 σeq は (4)
式で表される．

σeq = (1 − D)
E

Jeq ln λeq
e = (1 − D)

E
Jeq ϵ

eq
e 　 (4)

ここで，等価弾性ひずみ ϵ
eq
e 等価弾性ストレッチ λ

eq
e であ

る．また，一次元問題における結合力-開口変位関係を応
力とひずみで表した式が，(4)式と同形式になるよう書き
換えると，損傷変数 Dは (5)式のようになる．

D(λeq) = 1 − Jeq

E
σ0 exp(−σ0Le

Gf
(λeq − λd)) (5)

ここで，σ0は損傷発生応力，Leは要素の代表長さ，G f は

破壊エネルギーである．σd は損傷発生ストレッチであり，

損傷発生ひずみを ϵd 用いて (6)式で表される．

λd = exp(ϵd); ϵd = ϵ0 exp(1 − D
0.5

)n　 (6)

ここで，σ0 は塑性変形の影響を受けない場合の損傷発生

ひずみであり，nはパラメータである．

4. 数値解析例

数値解析モデルの形状は図–2に示すように，実際の試験
片の設置状況に沿って，くびれ部分のみを解析対象とし，

境界条件はくびれ部分と丸棒部分に与える．x − y， y− z，
x − z平面上の対称条件を考慮して，1/8モデルとし，実験
Iおよび実験 IIIと同様の条件の負荷となるように，強制変
位を与える．

本研究における損傷・結合力モデルについて，同定した

パラメータを用いた引張解析により得られた応力-ひずみ
曲線と，引張試験の応力-ひずみ曲線をそれぞれ比較した
ものを図–3，図–4に示す．また，実験における DICと数
値解析から得られた引張方向主ひずみ分布の比較を図–5，
図–6において，またそれぞれの形状の比較を図–7，図–8
に示す．実験 I条件下での数値解析では，終局状態に至る
までの主ひずみ分布や形状は実験に近い挙動を再現するこ

とができた．一方で，実験 IIIの場合，主ひずみ分布や形状
を含め，実験 Iと比べると精度が劣る．これは，数値解析
が理想的な状態において実験を再現していることに対し，

実験では設置の際に生じた僅かな傾きを含む誤差が圧縮の

過程においてせん断力として現れ，主ひずみ分布や形状に

影響を与えているものと考えられる．

5. 結言

本研究では，損傷変数に塑性ひずみを考慮した有限変形

弾塑性損傷モデルを用いて，数値解析による引張試験の応

力-ひずみ線図に対する再現を行った．そして，実験より

得られたデータ，解析より得られたデータとの比較を行っ

た．その結果，従来の Lemaitreモデル [4]では表現できな
い，破断以降の SM490Aの挙動を主ひずみ分布や形状の
点からも適切に再現することができた．

図– 2 引張試験数値解析モデル
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図– 3 実験 I：真応力-全ひずみ履
歴曲線
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図– 4 実験 III：真応力-全ひずみ
履歴曲線
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図– 5 実験 I：終局状態における
引張方向主ひずみ分布の
比較
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図– 6 実験 III：終局状態におけ
る引張方向主ひずみ分布
の比較

図– 7 実験 I：終局状態における
形状比較

図– 8 実験 III：終局状態における
形状比較
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